
生徒及び教職員の陽性が確認された場合（オミクロン株主流）の当面の対応について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 生徒及び教職員の感染（自主療養も含む）が確認されたら 

 〇全体の教育活動は継続しながら（状況に応じて速やかに該当する学級や部活動等の一定の単位のみ

停止し、）有症状者や濃厚接触者相当の者の確認、消毒作業を行う。 

 〇校長は、罹患した生徒及び教職員について、出席停止または出勤自粛の措置をとる。 

 〇学校で特定した濃厚接触者相当の者にも同様の措置をとる。なお、家庭内等で感染者が発生した場

合、すべての同居者は濃厚接触者となり、同様の対応となる。 

  【出席停止等の扱い「学校保健安全法第 19条等」】 

 対象者 期間 

１ 罹患した生徒等 

・発症日を０日として翌日から 10日間 

・無症状者の場合は検査日から７日間。ただし、10 日を経

過するまでは、検温等の健康状態の確認を行うこと。（な

お、検査日は無症状でも、療養中に症状が発現したら、

発症日を０日としてカウントし直し 10 日間の療養とな

る。） 

２ 

「学校等で特定した濃厚接触者相

当の者」及び「家庭内感染等で濃

厚接触者となった者」 

・患者の※感染可能期間内に患者と接触した最終日を０日

として翌日から７日間。ただし、10 日を経過するまでは

検温等の健康状態の確認を行うこと。 

・同居する家族等の濃厚接触者と特定された生徒等につい

ては、感染者の発症日または感染対策を講じた日のいず

れか遅い方から７日間発症がない場合に解除。 

・無症状の場合は、４日目、５日目の抗原定性検査キット

を用いた検査で陰性を確認した場合は、５日目から解除

することが可能。 

３ 

発熱等の風邪症状がみられる者

（上記１～２に該当しない場合に

限る） 

原則、症状が改善されるまで自宅療養 

 

４ 

同居の家族に発熱等の風邪症状が

あるなど感染の可能性について保

護者から申し出があった者 

原則、当該家族の症状が改善されるまで自宅待機 

（「校長が出席しなくてもよいと認めた日」として扱う） 

 ※感染可能期間内とは、有症状の場合は発症日の２日前から、無症状の場合は検体採取日の２日前か 

ら、診断後に隔離開始されるまでの間をいう。 

●この当面の対応は、オミクロン株が主流である期間に適用するものとする。 

●校内における感染拡大を防止し、生徒の安全を確保する。併せて学びの保障、生徒の「居場所」の

確保の観点から、必要な範囲、期間に限定して臨時休業を行う。 

●臨時休業に当たっては、これまでと同様、オンラインを活用した学習等により、生徒の学びの保障

を継続する。 

基本的な考え方 



 

２ 濃厚接触者相当の者の調査・リスト化 

 〇陽性者が出た場合、学校において陽性が判明した生徒及び教職員から聞き取りを行い、次の考え方 

を参考に、校内での濃厚接触者相当の者を調査し、リスト化する。 

  

 【濃厚接触者相当の者の考え方】 

   感染者の感染可能期間（発症日２日前《無症状の場合は、陽性確定に係る検体採取日の２日前》

から退院または宿泊療養の解除の基準を満たすまでの期間）のうち、当該感染者が入院、宿泊療養

または自宅療養を開始するまでの期間において、以下のいずれかに該当する者とする。 

   

  〇感染者の飛沫（くしゃみ、咳、つば等）に直接触れた可能性の高い者（１ｍ以内の距離で互いに

マスクなしで会話が交わされた場合は、時間の長さを問わずに濃厚接触者に該当する場合がある。 

  〇手で触れることのできる距離（目安として１ｍ）で、必要な感染予防策なしで、陽性者と 15分以

上の接触があった者（必要な感染予防策については、単にマスクを着用していたかのみならず、

いわゆる鼻出しマスクや顎マスク等、マスクの着用が不適切な状態になったかについても確認す

る。 

 

※今後は、陽性者が出た場合、濃厚接触相当者の有無について、陽性となった生徒及び教職員等から

の聞き取りを行い、学校医や保健所等の指導・助言に基づき、濃厚接触相当者の特定を行うことか

ら、陽性となった場合は、感染可能期間内の行動等について、より正確かつ詳細な情報提供をお願

いします。 

 

３ 臨時休業の判断について 

 〇校内で感染が広がっている可能性が考えられる場合に、学校の一部または全部の臨時休業を行うこ

とを検討する。 

 〇学級閉鎖あるいは学年閉鎖、学校全体の臨時休業の検討については、下表や学校医等の助言をもと

に総合的に判断する。 

【臨時休業の判断基準】 

 対応 基準等 

１ 学級閉鎖 

直近３日間の陽性者が学級において、状況に応じ 10～15％以上確認され、学級内

で感染が広がっている可能性が高い場合は、週休日等を含め３～５日間学級閉鎖

を実施する。（ただし、感染経路が家庭内感染など、校内感染でないことが明らか

な場合で、発症日から２日間遡っても登校等をしていない者は除く。） 

２ 学年閉鎖 
複数の学級を閉鎖するなど、学年内で感染が広がっている可能性が高い場合は、

週休日等を含め３～５日間学年閉鎖を実施する。 

３ 
学校全体 

閉鎖 

複数の学年を閉鎖するなど、学年内で感染が広がっている可能性が高い場合は、

週休日等を含め３～５日間学年閉鎖を実施する。 

 


